
計画書

No.

事業名 目的 実績 対象

事業費

（円）

うち交付金

（円）

事業開

始

事業完

了

効果検証 担当課

1

低所得世帯支援給付金事業

【低所得者世帯給付金】

コロナ禍における物価高騰により困窮している住民税

非課税世帯に対し、給付金を給付することにより低所

得世帯の負担軽減を図ることを目的とする。

給付金　1,155世帯×30,000円=34,650,000円

令和５年度分住

民税非課税世

帯

34,650,000 34,650,000 R5.6.14 R5.12.31

給付金支給は物価高騰の影響を受ける生活者

の一助となる経済的な支援ができた

ため効果的であった。

・支給世帯数：1,155世帯

・対象世帯への給付率：97％（目標値：100％）

福祉課

2

低所得世帯支援給付金事業

【事務費】

コロナ禍における物価高騰により困窮している住民税

非課税世帯に対し、支援を行うことで低所得世帯の

負担軽減を図るにあたって必要な事務経費。

給付事務費

　需用費　消耗品費　83,550円

　　・封筒6,000枚76,890円

　　・用紙3,000枚6,660円

　役務費　409,474円

　　・切手84円×600枚＝50,400円

　　・郵送232,464円

　　・口座振替手数料110円×1,151件＝126,610円

　委託料　システム導入委託料　1,485,000円

令和５年度分住

民税非課税世

帯

1,978,024 1,978,024 R5.6.14 R5.12.31

給付金支給は物価高騰の影響を受ける生活者

の一助となる経済的な支援ができた

ため効果的であった。

・支給世帯数：1,155世帯

・対象世帯への給付率：97％（目標値：100％）

福祉課

9

学校給食費保護者負担軽減

事業

町内の小学生及び中学生の保護者が負担する学校

給食の負担軽減を図ることを目的とする補助金を交

付することにより、コロナ禍における原油価格や物価

高騰の影響を受けている子育て世帯の負担軽減を図

ることを目的とする。

補助金　8,605,487円

　小学校　20,056食　5,374,036円

　中学校　10,662食　3,231,451円

小学生及び中

学生の保護者

8,605,487 8,605,487 R5.7.1 R6.3.31

給食費を補助することにより、コロナ禍における

原油価格や物価高騰の影響を受けている子育

て世帯の負担軽減をすることができた。

教育委員会

10

水道事業電気価格高騰支援

事業

電力価格高騰により、水道事業経費が増大し経営を

圧迫していることから、電力料高騰分を支援すること

により、水道料金の安定を図り、ひいてはコロナ禍に

おける水道利用者の支援を図ることを目的とする。

繰出金　1,100,001円

　電気料増加額1,222,223円×電気量補正0.9＝1,100,001円

美波町水道事

業者及び町民

1,100,000 1,100,000 R5.7.1 R6.3.31

電気高騰分を交付金充当することにより、経費

抑制が図られ水道料金への価格転嫁を防い

だ。

水道課

11

美波町アフターコロナ事業者

支援事業

コロナ禍における原油価格・物価高騰等の影響によ

り、厳しい事業環境に直面している町内小規模事業

者等の事業継続を支援するため、省エネルギー設備

への更新や生産性向上に向けた設備投資に対して

補助する。

補助金　4,760,000円

　・省エネコース　1,293千円（補助率1/2上限50万円）

　・経営力強化コース　3,550千円（補助率2/3上限50万円）

町内小規模事

業者

4,760,000 4,760,000 R5.9.6 R6.2.29

コロナ禍において原油価格・物価高騰等の影響

を受けている小規模事業者を支援することで、

商工業の継続・活性化が図られた。

産業振興課

12

美波町生活応援プレミア付き

商品券発行事業

コロナ禍において、物価高騰等の影響により個人消

費が伸び悩んでいるため、プレミアムを付加した商品

券発行することにより、町民の購買意欲の喚起を図

り、消費の町外流出防止及び地域小規模事業者の

経営支援を図る。

商工会が発行する商品券に付加するプレミアム分及び発行

事務経費等に対する補助金に充当

商品券10,000円×付加プレミア率30％（10,000円で販売）

委託料：商品券関係事務4,116,538円（商品券等印刷費 、販

売・換金等手数料）

補助金：換金補助金（プレミア分）＝15,091,500円

全町民 19,208,038 19,208,038 R5.9.6 R6.2.29

新型コロナウイルス感染症拡大及び物価高騰

による影響を受けている全住民を支援するとと

もに、悪化が続く地域経済の活性化を図るた

め、消費喚起策を講じることで住民への生活支

援並びに事業者支援が図れた。

産業振興課

令和５年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金（実施状況及び効果検証）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※実施計画書№3～8は欠番有



13

美波町介護・福祉施設等物

価高騰対策支援給付事業

コロナ禍においてエネルギー・食料品等の物価高騰

の影響を受けながらも介護保健サービス及び障がい

福祉サービス等の提供を行っている社会福祉施設に

対し、安定的な事業継続を支援する。

施設種別・規模に応じ支援金算定

　補助金　8,400千円

　入所系：90万円×4施設、40万円×1施設、28万円×6施設

　通所系：16万円×13施設

　訪問・相談系：8万円×8施設

介護・障がい

サービス提供事

業者、特養老人

ホーム事業者

8,400,000 8,400,000 R6.2.1 R6.3.31

給付金を支給することにより、コロナ禍において

エネルギー・食料品等の物価高騰の影響を受

けながらも介護保健サービス及び障がい福祉

サービス等の提供を行っている社会福祉施設

の安定的な事業継続を支援することができた

福祉課

14

グローバル人材育成事業学

生保護者支援

町内の中学生の希望者を姉妹都市ケアンズ市へ派

遣するグローバル人材育成事業において、コロナ禍

における原油価格や物価高騰の影響を受け、コロナ

禍前と比較し航空運賃等が高騰しており、高騰分の

参加者負担金を本事業により支援し、保護者が負担

する負担金の軽減を図ることにより子育て世帯を支

援する。

旅費　400,000円

　R5生徒旅費÷R1生徒旅費＝1.99

　R1保護者負担金50,000×1.99≒100,000円

　R1とR5の保護者負担金差額50,000円

　50,000円×参加生徒数8名＝400,000円

グローバル人材

育成事業に参

加する町内中学

生の保護者

400,000 400,000 R5.6.1 R5.8.31

コロナ禍前と比較し航空運賃等が高騰している

中で、旅費の一部を助成することで、海外での

研修に意欲的な生徒の保護者負担を軽減し、

無事にケアンズ市へ派遣することができた。

政策推進課

合計 79,101,549 79,101,549


